


岩手 県 消費 者 施策 推進 計画 (2020 ン 2024) の 方 向 性 ( 案 ) に つい て 資料 1 
いわ て 県 民 計 画 (2019~2028) 岩手 県 消費 者 施策 推進 計画 (2020 ン 2024) 
V 安 全 29 事故 や 犯罪 が 少な く 、 安 全 ・ 安 心 に 暮らせ る まち づく り を 進め ます 1 位置 付け 
〇 消費 者 トラ ブル の 未然 防止 と 早期 解決 の た め の 、 消 費 者 被害 の 防止 に 向け た 情報 提供 や セミ ナー の 開催 な ど ・「 音 手 県 消費 生活 条例 」 を 略 ま えた 、 本 県 の 消費 者 施策 を 推進 する た め の 行 動 計画 
に よる 消費 者 教育 の 推進 及び 相談 機能 の 充実 ・「 い わ て 県 民 計 画 (2019 ご 2028) 」 の 具体 的 な 推進 方 策 の 一 つ で ある 、「 消 旨 者 施策 の 推進 」 を 図る 事業 実施 計画 

























































































・ 広報 媒体 の 活用 等 に よる 消費 生活 に 係る 情報 の 提供 及び 高齢 者 等 の 消費 者 の 特性 に 応じ た 消費 者 教育 の 推進 p HE 
・ 成 年 年 齢 の 引下げ に 対応 し た 消費 者 教育 の 推進 及び 若年 者 に 向け た 啓発 や 相談 機能 の 強化 2 基本 目標 ( 案 ) NIR 
の リウ ンク ーー 消費 者 被害 の な い 地 域 づ くり を すす め 、 地 域 生活 の 安定 と 向上 を 図る 


_ 現行 計画 期間 中 の 取組 と 今後 の 課題 _ 施策 の 方 向 性 ( 案 ) EE と レン リア 


【 取 組 】 商品 や サー ビス の 安全 の 確保 
ロ CC (1) 石油 スト ー ブ 等 の 注意 事項 表示 の 検査 (2) リコ ー ル や 事故 情報 の ホー ムペ ー ジ に よる 注意 喚起 監視 指導 及び 検査 の 徹底 
A a (3) ガソリン ・ 灯 油 価 格 の 価格 調査 結果 の 公表 消費 者 事故 の 調査 ・ 公 表 
(2) 消費 者 事故 の 調査 ・ 公 表 【 課 題 】 生活 関連 物資 の 安定 供給 ・ 価 格 の 安定 化 
(3) 生活 関連 物資 の 安定 供給 ・ @ 商品 や サー ビス の 提供 に よる 事故 や リコ ー ル が 続い て いる 。 ー - 
価格 の 安定 化 | | | @ i 佑 生 活 県 民意 識 調 査 に お いて 、 リ コー ル に つい て の 関心 が 高い 。 RE 
: (1) 規格 ・ 表 示 の 適正 化 の 推進 
| 【 取 組 】 | (2) 消費 者 契約 の 適正 化 の 推進 
| 2 消費 者 と と の 取引 の i , : 2 
di IO | (1) 誇大 広告 や 偽装 表示 の 監視 指導 、 取 締り の 実施 (2) 訪問 販売 や 通信 販売 等 を 行う 事業 者 に 対す る 指導 3 消費 者 教育 の 推進 
E 化 の 推進 中 【 課 題 】 a (1) 消費 者 の 特性 に 配慮 し た 消費 者 教育 の 充実 
E 化 の 推進 : 3 悪質 な 事業 者 に よる 違反 事例 が 続い て いる 。 ・ 高 属性 に 応じ た 出前 講座 や 巧妙 eS 麻 
細 消費 生活 県 査 に お いて 、 悪 質 な 事業 者 へ の 指導 ・ 取 締 に つい て の 関心 が 高い 。 Ud i A NE A 
(2) 若年 者 の 消費 者 教育 の 推進 
消費 者 教育 の 推進 【 取 組 】 ・ 成 年 年 齢 引下げ に 対応 し た 若年 者 向け セミ ナー、 教 員 向 け 研 修 の 実施 
高齢 者 等 の 消費 者 被害 の | (1) 高齢 者 等 へ の テレ ビ や ラジ オ を 活用 し た 広報 (2) 教委 や 社協 と 連携 し た (支援 ) 学校 で の 消費 者 教育 (3) 高度 情報 通信 社会 の 進展 へ の 対応 
未然 防止 に 向け た 情報 提供 の 充実 | (3) イン ター ネッ ト や スマ ー ト フォ ン の 普及 に よる 情報 モラ ル 教 育 (4) 3R の ふ ・ 多様 な 決済 手段 や 取引 形態 に 対応 し た 消費 者 教育 、 情 報 提供 の 実施 


0 【 課 題 】 ・ 教 育 委 員 会 等 と 連携 し た 情報 モラ ル 教 育 、 金 融 リ テラ シー 教育 の 実 放 
i 高齢 者 等 、 特 定 の 年 齢 層 を 狙っ た 悪 質 商 法 の 巧妙 化 ・ 成 年 年 齢 引下げ に よる 若 内 人 (④) 人 や 社会 、 環 境 に 配慮 し た 消費 行動 の 推進 
課 境 に 配 虚 した 消費 生活 の 推進 @ 電子 マネ ー や 仮想 通貨 、QR コ ー ド 決済 な ど キ ャ ッシュ レス 化 の 進展 ーS D G s を 背景 と し た 倫理 的 ( エ シ カル ) 消費 の 普及 啓発 


@ 倫理 的 ( エ シ カ ル ) 消費 や 食品 ロス 削減 等 、 消 費 者 の 考え 方 や 行動 の 変化 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































4 消費 者 被害 の 防止 と 救済 

4 消費 者 被害 の 救済 【 取 組 】 (1) 相談 機能 の 充実 、 強 化 

| Q) 相談 対応 の 充実 [ (1) 消費 生活 相談 員 の 配置 に よる 継続 し た 相談 対応 (電話 ・ 来 所 ) ES ・ 高齢 者 や 若者 等 の 属性 に 合わ せ た き め 細 か な 相談 対応 (電話 ・ 来 所 ) 
(2) 多重 債務 問題 に 対す る 解決 支援 | (2) 弁護 士 に よる 無料 の 多重 債務 E 活 審議 会 紛 ・ 多重 債務 な ど 複雑 事案 に 対し て の 専門 的 な 解決 支援 (弁護 士 相談 ・ADR) 
3③ ADR (裁判 外 紛争 解決 手続 ) | 【 課 題 】 ・ 外 国人 へ の 消費 者 トラ ブル 解決 支援 (国民 生活 セン ター 等 と の 連携 ) 

の 活用 | @ 高齢 者 等 、 特 定 の 年 齢 層 を 狙っ た 悪質 商法 の 巧妙 化 (2) 高齢 者 や 要 支 援 者 等 の 消費 者 被害 の 未然 防止 

@ 消費 者 トラ ブル の グロ ー バ ル 化 (海外 事業 者 か ら の 商品 購入 ・ 在 留 外国 人 の 消費 者 トラ ブル へ の 対応 ) ・ 高 齢 者 等 消費 者 見 守り 体制 の 促進 

5 市 町 村 、 関 係 機関 等 と の 連携 ・ 障 が い 者 へ の 金銭 管理 支援 (県 民生 活 セ ンタ ー 近 

| 及び 活動 支援 【 取 組 】 


(1) 市 町 村 の 相談 体制 の 充実 支援 | (1) 市 町 村 訪 問 に よる 市 町 村 へ の 助言 (2) ネッ トワ ー ク 会 議 の 開催 に よる 関係 団体 と の 意見 交換 の 実施 5 市 町 村 や 関係 機関 等 と の 連携 及び 協 働 の 推進 
(2) 関係 団体 と の 連携 及び 活動 支援 【 課 題 】 (1) 市 町 村 と の 連携 及び 相談 支援 


@ 消費 者 問題 の 複雑 化 に より 専門 機関 (生保 協会 、 宅 建 業 協会 等 ) と の 連携 が 求め られ て いる 。 (2) 関係 団体 と の 連携 及び 協 働 の 推進 (消費 者 教育 ・ 相 談 対応 ・ADR) 





































































































































































































































































































































































































【 国 の 計画 (第 4 期 消 費 者 基本 計画 現在 策定 中 ) の 視点 】 【 岩 手 県 の 現状 】 
消費 者 施策 に よる SDG s 実 現 へ の 頁 献 4 ・ 県 内 の 全市 町 村 に 、 消 費 生 活 相談 窓口 が 整備 | 
消費 者 の 安全 ・ 安 心 する 了 E a 0 の ・ 消 費 生活 相談 は 県 全体 で 毎年 1 万 件 前 後 で 推移 

He) | ・ 相 談 者 の うち 、 高 齢 者 (60 歳 以上 ) が 約 4 割 を 占め る 


QO 
① 
消費 生活 相談 紛争 処理 体制 の 強化 0 相談 内 容 は 、 メ ニク (る 代 宅 請求 や み NN 2 グ 請 
産業 の デジ タル 化 に 伴う 消費 生活 の 変化 へ の 的 確 な 対応 (AI、ToT) 人 












































消費 生活 に 関す る 県 民意 識 調査 結果 ] 


消費 生活 情報 で 重要 と 考え る も の 〇 行政 に 望む 消費 者 問題 に 対す る 取組 
量 質 商法 へ の 対処 法 : 68.3% ① 悪 質 な 事業 者 へ の 指導 ・ 取 締り の 強化 : 74.49% 
品 の リコ ー ル 情報 : 58.1% ② 消 費 者 被害 ・ 商 品 リ コー ル 等 の 情報 提供 の 充実 : 72.5% 




















































































































消費 生活 に 関す る 法律 や 制度 :46.79%  ③ 学 校 や 職場 等 で の 消費 者 教育 の 充実 : 13.79 
消費 者 問題 の グロ ー バ ル 化 へ の 対応 (訪日 外国 人 旅行 者 数 の 増加 ) し た も の が 全て の 年 代 に お いて 上 位 を 占め る a A cd EE 





































































































